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判決言渡 平成１９年９月１３日

平成１８年（行ケ）第１０５６１号 審決取消請求事件

口頭弁論終結日 平成１９年９月６日

原 告 コマンド・オーディオ・コーポレーション

訴訟代理人弁理士 伊 東 忠 彦

同 湯 原 忠 男

同 大 貫 進 介

同 伊 東 忠 重

被 告 特 許 庁 長 官

肥 塚 雅 博

指 定 代 理 人 小 田 浩

同 長 島 孝 志

同 赤 川 誠 一

同 山 本 章 裕

同 内 山 進

主 文

１ 原告の請求を棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

３ この判決に対する上告及び上告受理申立てのための付加期間を３０

日と定める。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

特許庁が不服２００４－８３６号事件について平成１８年８月２１日にした

審決を取り消す。

第２ 事案の概要

本件は，原告が後記発明につき特許出願をしたところ，拒絶査定を受けたの
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で，これを不服として審判請求をしたが，特許庁から請求不成立の審決を受け

たので，その取消しを求めた事案である。

第３ 当事者の主張

１ 請求の原因

(1) 特許庁における手続の経緯

原告は，平成７年（１９９５年）１月１２日を国際出願日とする特願平７

－５１９１６９号からの分割出願として，平成１２年４月１９日（優先権主

張：１９９４年１月１２日，米国 ，発明の名称を「各種伝送モードを使用）

するオーディオ情報拡布のための受信器」とする発明について特許出願（特

願２０００－１１７８９０号。請求項の数３。以下「本願」という。甲４。

公開公報は甲７ ）をし，拒絶理由通知を受けたので平成１５年９月３日付。

けで特許請求の範囲等の記載を補正（第１次補正，甲５）したが，拒絶査定

を受けたので，不服の審判請求をした。

特許庁は，同請求を不服２００４－８３６号事件として審理し，その中で

原告は，平成１６年２月１２日付けで上記記載を再び補正（第２次補正。以

下「本件補正」という。甲８）したが，特許庁は，平成１８年８月２１日，

本件補正を却下した上「本件審判の請求は，成り立たない」との審決をし，

その謄本は平成１８年９月５日原告に送達された。

(2) 発明の内容

ア 第１次補正時

第１次補正時（平成１５年９月３日）の特許請求の範囲は，請求項１な

， （ 「 」いし３から成るが そのうち請求項１に記載された発明 以下 本願発明

という ）は，次のとおりである。。

「 請求項１】チューナの入力端子において放送信号を受信するように接【

続がとられ，かつ出力端子を有するチューナと，

該チューナの出力端子に接続される入力部を有し，かつ出力端子を有す
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る暗号解読器と，

該暗号解読器へ機能的に接続される使用者インタフェースと，

該暗号解読器の出力端子へ接続される入力ポートを有し，かつ出力ポー

トを有し，受信されたオーディオデータを記憶するメモリと，

該メモリの出力ポートへ接続される入力端子を有し，かつ出力端子を有

する圧縮解除回路と，

該圧縮解除回路の出力端子へ接続される入力端子を有し，かつ記憶され

たオーディオデータからのオーディオアナログ信号を提供する出力端子を

有する変換器とから構成され，

前記使用者インタフェースがメモリに記憶されたデータの項目の中で変

換器に提供されるべきものを選択させる，圧縮データを含む情報拡布信号

を受信する受信器 」。

イ 第２次補正（本件補正）時

本件補正時（平成１６年２月１２日）の特許請求の範囲も，請求項

１ないし３から成るが そのうち請求項１に記載された発明 以下 本， （ 「

」 。） ， （ ）。願補正発明 という は 次のとおりである 下線部は本件補正箇所

「 請求項１】チューナの入力端子において放送信号を受信するように接【

続がとられ，かつ出力端子を有するチューナと，

該チューナの出力端子に接続される入力部を有し，かつ出力端子を有す

る暗号解読器と，

該暗号解読器へ機能的に接続される使用者インタフェースと，

該暗号解読器の出力端子へ接続される入力ポートを有し，かつ出力ポー

トを有し，受信されたオーディオデータを記憶するメモリと，

該メモリの出力ポートへ接続される入力端子を有し，かつ出力端子を有

する圧縮解除回路と，

該圧縮解除回路の出力端子へ接続される入力端子を有し，かつ記憶され
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たオーディオデータからのオーディオアナログ信号を提供する出力端子を

有するデジタル－アナログ変換器とから構成され，

データの各記憶された項目がデータのカテゴリにしたがって指示を有

し，前記使用者インタフェースが指示にしたがってメモリからデータ項目

を検索し，メモリに記憶されたデータの項目の中でデジタル形式で前記デ

ジタル－アナログ変換器に提供されるべきものを選択する圧縮データを含

む情報拡布信号を受信する受信器 」。

(3) 審決の内容

ア 審決の詳細は，別添審決写しのとおりである。

その理由の要点は，本願補正発明は，下記の各引用例に記載された

発明及び周知技術に基づいて容易に発明をすることができたから特許

法２９条２項により特許を受けることができず，したがって本件補正

は却下されるべきであり，本願発明も，同様の理由により特許法２９

条２項により特許を受けることができない，というものである。

記

（ 「 」 ，①国際公開第９２／１２５９９号パンフレット 以下 引用例１ といい

同記載の発明を「引用例１発明」という。甲１）

②特開平２－４１０９１号公報（以下「引用例２」という。甲２）

イ なお審決は，引用例１発明を次のとおり認定した上，本願補正発明と対

比した一致点と相違点を次のとおりとした。

〈引用例１発明〉

「送受信機２０１の入力端子において放送信号を受信するように接続がと

られ，かつ出力端子を有する送受信機２０１と，

該送受信機２０１の出力端子に接続される入力部を有し，かつ出力端子

を有する受信機様式変換器２０２と，

ユーザー／コンピュータインタフェース２０７と，
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前記受信機様式変換器２０２の出力端子へ接続される入力ポートを有

し，かつ出力ポートを有し，受信された圧縮定様式データブロックを記憶

する記憶装置２０３と，

該記憶装置２０３の出力ポートへデータフォーマッタ２０４を介して接

続される入力端子を有し，かつ出力端子を有するオーディオ圧縮解除器２

０９と，

該オーディオ圧縮解除器２０９の出力端子へ接続される入力端子を有

し，かつ出力端子を有するアナログオーディオ出力変換器２１４とから構

成される，圧縮定様式データブロックを含む放送信号を受信する受信シス

テム２００ 」。

〈一致点〉

「放送信号受信部の入力端子において放送信号を受信するように接続がと

られ，かつ出力端子を有する放送信号受信部と，

使用者インタフェースと，

入力ポートを有し，かつ出力ポートを有し，受信されたオーディオデー

タを記憶するメモリと，

該メモリへ接続される入力端子を有し，かつ出力端子を有する圧縮解除

回路と，

該圧縮解除回路の出力端子へ接続される入力端子を有し，かつ記憶され

たオーディオデータからのオーディオアナログ信号を提供する出力端子を

有するデジタル－アナログ変換器とから構成される，圧縮データを含む情

報拡布信号を受信する受信器 」である点。。

〈相違点１〉

「放送信号受信部」が，本願補正発明においては 「チューナ」であるの，

に対し，引用例１発明における「送受信機２０１」は 「チューナ」とし，

て機能する構成を含むかどうか明らかでない点。
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〈相違点２〉

本願補正発明は 「チューナの出力端子に接続される入力部を有し，か，

つ出力端子を有する暗号解読器」を有し，使用者インタフェースが「暗号

」 ， ， 「 」解読器 へ機能的に接続され かつ メモリの入力ポートが 暗号解読器

の出力端子へ接続されるものであるのに対し，引用例１発明は，そのよう

なものではない点。

〈相違点３〉

本願補正発明においては 「圧縮解除回路」の入力端子が「メモリの出，

力ポート」へ接続されているのに対し，引用例１発明においては 「オー，

ディオ圧縮解除器２０９」の入力端子が「記憶装置２０３」に対して「デ

ータフォーマッタ２０４」を介して接続されている点。

〈相違点４〉

本願補正発明は 「データの各記憶された項目がデータのカテゴリにし，

たがって指示を有し，使用者インタフェースが指示にしたがってメモリか

らデータ項目を検索し，メモリに記憶されたデータの項目の中でデジタル

形式でデジタル－アナログ変換器に提供されるべきものを選択する」よう

なものであるのに対し，引用例１発明は，そのようなものではない点。

(4) 審決の取消事由

， ， ，しかしながら 審決は相違点４及び２についての判断を誤り その結果

本願補正発明の進歩性を誤って否定し本件補正を却下したから，違法として

取り消されるべきである。

なお，相違点１及び３についての審決の認定判断は争わない。

ア 取消事由１（相違点４についての判断の誤り）

(ｱ) 審決は，相違点４について 「一般に放送信号を記録する場合，使用，

者がその記録内容に対してジャンル分けを示す情報を付加しておき，後

の再生時の検索に使用するようにすることは，例えば，特開平６－２２



- 7 -

２７３号公報の段落【０００８】の『・・・このとき，必要に応じてキ

ーパッド７から入力した番組情報１のタイトル名やジャンル名などの番

組識別情報を入力し，再生時の検索に利用することができる ・・・』。

との記載等に見られるように，周知の技術にすぎない （審決１１頁２。」

１行～２６行）と判断した。

ところで，特開平６－２２２７３号公報（甲３。以下「甲３公報」と

。） ， ，いう の上記記載から明らかなとおり 同公報記載の発明においては

データのカテゴリは送信時に付されているのではなく，受信装置におい

て入力するものである。

これに対し，本願補正発明においては，カテゴリ別の指示情報は送信

装置がデータを送信する際にデータに付している。換言すれば，受信器

がオーディオデータを受信したときには，その受信されたオーディオデ

ータは既にカテゴリ別の指示を有しているのである。

このことは，本願補正発明の請求項１の文言から明らかである。

すなわち，請求項１の「データの各記憶された項目がデータのカテゴ

リにしたがって指示を有し」という表現中にある「データ」は，同項に

記載された「受信されたオーディオデータ」を意味する。同項に「該暗

号解読器の出力端子へ接続される入力ポートを有し，かつ出力ポートを

有し，受信されたオーディオデータを記憶するメモリ」と記載されてい

るように，チューナで受信されたデータ２６は，暗号解読器１６で解読

された後，直接にメモリ２８に記憶され，その途中でカテゴリを付され

。 ， ，る機会はない したがって カテゴリは受信器内で付されるのではなく

送信器内で付されることは明らかである。なお，仮に，受信部において

データにカテゴリを付す場合には 「データの各記憶された項目に対し，

てデータのカテゴリにしたがった指示を付し」などという表現となって

いたはずである。
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また，本願補正発明において，データに付されるものは 「カテゴリ，

別の指示」であるのに対し，甲３公報に記載された発明において，番組

情報に対して入力されるものは，タイトル名やジャンル名などの番組識

別情報であり，階層的なカテゴリ別の指示とは異なる。

このように，本願補正発明の特徴である「データの各記憶された項目

がデータのカテゴリにしたがって指示を有し」という技術的事項（送信

装置がデータを送信する際にカテゴリ別の指示情報をデータに付してい

るということ）は，甲３公報に記載されておらず，もちろん審決が引用

したいずれの文献にも記載されておらず，周知の技術でもない。

(ｲ) また，以下のとおり，本願補正発明の明細書（甲４，７，８）及び図

面に記載された実施例においては，送信側でカテゴリを付す構成を示し

ているが，受信側でカテゴリを付す構成を全く示していない。特許法７

０条２項によれば，明細書の記載及び図面を考慮して，特許請求の範囲

に記載された用語の意味を解釈すべきであるところ，明細書の記載及び

図面を考慮すると，本願補正発明の特徴のうち 「データの各記憶され，

た項目がデータのカテゴリにしたがって指示を有し」という事項の意味

は，送信装置がこのデータを送信する際にデータに付したカテゴリ別の

指示をデータが有しているという意味に解釈すべきである。

ａ 本願補正発明の明細書（甲４，７，８）には 「 ０００９】発明が，【

解決しようとする課題 以下に述べるシステムと方法によると，使用

者は望むのであれば，何時でもまたは何処においても情報の特定の内

容を聞くことができる ・・・」と本願補正発明の課題が記載されて。

いるが，このような課題は，送信されるデータにあらかじめデータの

， 。カテゴリを示す指示が付されているからこそ 達成されるものである

上記のような本願補正発明によれば，審決が引用する甲３公報のよう

に，使用者がキーパッドからタイトルを入力する必要がないし，むし
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ろ，使用者が受信器にタイトルを入力するようであれば，本願補正発

明の上記課題は達成されない。

ｂ 本願補正発明の明細書に 「 ０００９ ・・・条件付きアクセス回，【 】

路は，先に暗号化されたデジタル英数字データまたは圧縮したオーデ

ィオデータを解読し，それらのデジタルデータはついでランダムアク

セス記憶装置に記憶される。階層構造のメニューを（単純なマニュア

） ，ルまたは音声制御で ドライブする使用者インタフェースは使用者が

メニューからのその者の選定項目を示すことによりこの情報にアクセ

スできる。システムはそこで，解読された形態でデータベースからそ

。 」 ，の情報を抽き出す ・・・ と記載されていることから分かるように

デジタルデータには，送信時に既に階層構造のカテゴリ（例えば，ニ

ュース スポーツ 天候 文化情報 広告またはコマーシャル等 ０， ， ， ， 。【

０１０】参照）が付されている。

ｃ 本願補正発明の明細書に 「 ００１３】実施の態様 本発明の情報，【

の拡布をするシステムと方法により，使用者は，何時でもまたは何処

においても情報の特定の内容を聞くことができる。ラジオあるいはテ

レビ受信システムは，ＦＭ副搬送波，テレビ垂直帰線間の伝送，テレ

ビＳＡＰ伝送あるいはチャネルからの情報を受信し，記憶装置にその

伝送情報を蓄積する。使用者インタフェースにより，階層データベー

スを制御するメニューの組を介して，記憶された情報の記憶装置を選

択でき，特定の情報アイテムをアクセスできる ・・・」と記載され。

ていることから分かるように，デジタルデータには，送信時に既に階

層構造カテゴリ（例えば 「NEWS..BUSINESS..NATIONAL..AUTOMOTIVE，

..GM.」等 【００２３】参照）が付されている。。

ｄ 本願補正発明の明細書に 「 ００４３】このシステムの送信部は図，【

２に図示されていて，次のような段階を示している。データ生成部５
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１は，ニュースと情報の収集部５５の通常の人的要素部分を含み，そ

れにニュースと情報の分類と書式化（フォーマッテング）部５６，す

なわちデータ生成サブシステムを備えている ・・・ と記載され 図。 」 ，【

２】に図示されているように，送信部には，ニュースと情報収集を分

。 ， ，類する部分５６が備えられている したがって デジタルデータには

送信時に既に分類が付されていることが分かる。他方 【図１】に示，

される受信器には，カテゴリを付す手段は示されていない。

(ｳ) 本願補正発明における 「使用者は望むのであれば，何時でもまたは，

何処においても情報の特定の内容を聞くことができる （ ０００９ ）」【 】

， ， 。という効果は 引用例１ ２及び甲３公報から予測できるものではない

イ 取消事由２（相違点２についての判断の誤り）

(ｱ) 審決は 「上記引用例２に記載されているように，一般に，ＣＡＴＶ，

等の有料放送において，信号を暗号化して放送し，受信側では，復号化

（デスクランブル）すなわち暗号解読して記録するようにすることは，

。」（ ） 。ごく普通に行われていることである １０頁２４行～２７行 とする

しかし，本願補正発明の明細書（甲４，７，８）に 「 ００１６】条，【

件付きアクセス回路１６は，ライン１４上の暗号化されたデータが，後

述のように適切なキーまたはコマンドが提供された場合だけに解読され

ることを保証する ・・・」との効果が記載されているように，本願補。

正発明における暗号解読器の解読機能は，使用者インタフェースから選

定されたカテゴリのデータだけを解読する，というものである（なお，

【 】 「 」同明細書 ００１６ 段落の 後述のように適切なキーまたはコマンド

とは，同明細書【００３３】ないし【００３８】段落（上記「キー」に

ついて）又は【００３２ （上記「コマンド」について）を指す 。】 。）

これに対し，引用例２（甲２）には 「復号化（デスクランブル 」に， ）

ついての記載はあるが，暗号化・解読についての記載はない。暗号化・
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解読技術とスクランブル・デスクランブル技術とは異なるものである。

また，スクランブル・デスクランブル技術は，ＣＡＴＶなどの有料テ

レビジョン放送において，特にそれらのアナログ放送において用いられ

ている技術であるのに対して，暗号化・解読技術をデジタル放送におい

て用いることは，本願出願日当時，知られていなかった。暗号化・解読

技術がデジタル放送において用いられていることを示す証拠は，審決に

おいては挙げられていない。

(ｲ) 審決は 「・・・そして，受信側の使用者が，暗号解読する権限を受，

ける契約をし，使用者インタフェースを介して暗号解読器を動作させて

暗号解読を行い，もって，暗号解読された放送信号を記録するようにす

ることは，有料放送を受信するシステムにおいて適宜になされる態様の

一つにすぎない １０頁２８行～３１行 と判断するが 引用例２ 甲。」（ ） ， （

２）には，使用者インタフェースについての開示も示唆もない。証拠を

全く引用することなく 「使用者インタフェースを介して暗号解読器の，

機能を動作させて暗号解読を行う」ことが当業者により適宜になされる

態様の一つにすぎない旨認定することは，誤りである。

(ｳ) 本願補正発明の明細書（甲４，７，８）の「 ００１６】条件付きア【

クセス回路１６は，ライン１４上の暗号化されたデータが，後述のよう

に適切なキーまたはコマンドが提供された場合だけに解読されることを

保証する ・・・」との本願補正発明の効果は，審決が引用したいずれ。

の文献からも得られるものではなく，審決が相違点２を当業者が適宜に

設計できる事項にすぎないとしたのは誤りである。

また，このような効果は，デジタルデータに送信時に既にカテゴリが

付されているからこそ可能であり，受信部の記憶装置においてカテゴリ

を付すタイプのシステムにおいては，到底，達成できない効果である。

２ 請求原因に対する認否
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請求原因(1)ないし(3)の各事実は認めるが，(4)は争う。

３ 被告の反論

(1) 取消事由１に対し

ア 本願補正発明の認定の誤りにつき

(ｱ) 本願補正発明の請求項１の｢データの各記憶された項目がデータのカ

テゴリにしたがって指示を有し」との記載は，文字どおり「データの記

憶された項目」が 「データのカテゴリ」にしたがって「指示」を有す，

ることを表すものであり，上記「指示」が，いつ，どのようにして付さ

れたものであるかを表すものでなく，ましてや，送信データが指示を有

していることを何ら特定するものでもない。

また 「データに対して受信部においてカテゴリを付す場合」でも，｢，

データの各記憶された項目がデータのカテゴリにしたがって指示｣を有

することに何ら変わりない。

要するに，請求項１の上記文言は 「送信装置がこのデータを送信す，

る際にデータに付したカテゴリ別の指示情報をデータが有している」場

合も 「データに対して受信部においてカテゴリを付した結果，データ，

（ ） 」 ，の各記憶された項目が指示 情報 を有す 場合も含むものであるから

原告の主張は失当である。

(ｲ) また，原告は，本願補正発明の明細書の各所の記載を根拠として「デ

ータの各記憶された項目がデータのカテゴリにしたがって指示を有し」

という技術的事項は 「送信装置がこのデータを送信する際にデータに，

付したカテゴリ別の指示情報をデータが有している」という意味である

旨の主張をするが，いずれも，本願補正発明の特許請求の範囲の記載に

基づくものではない。

よって，原告の「送信装置がこのデータを送信する際にデータに付し

たカテゴリ別の指示情報をデータが有している」とすることを根拠とす
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る上記主張は，失当である。

(ｳ) 原告は，甲３公報記載の周知技術について，データのカテゴリを受信

装置において入力しているから，本願補正発明の特徴である｢データの

各記憶された項目がデータのカテゴリにしたがって指示を有し｣という

技術的事項は，甲３公報に記載されていないと主張する。

しかし，上記(ｱ)，(ｲ)のとおり，請求項１の文言｢データの各記憶さ

れた項目がデータのカテゴリにしたがって指示を有し｣は 「データの記，

憶された項目」が「データのカテゴリ」にしたがって「指示」を有する

ことを記載しているだけである。

そして，甲３公報の段落【０００８】には，｢・・・このとき，必要

に応じてキーパッド７から入力した番組情報１のタイトル名やジャンル

名などの番組識別情報を入力し，再生時の検索に利用することができ

る 」と記載されており，このことにより 「番組情報１」が番組情報の。 ，

「タイトル名やジャンル名など」にしたがって「番組識別情報」を有す

ることとなるから，請求項１の文言｢データの各記憶された項目がデー

タのカテゴリにしたがって指示を有し｣と同様の周知技術が甲３公報に

記載されていることは明らかである。

したがって，本願補正発明の特徴である｢データの各記憶された項目

がデータのカテゴリにしたがって指示を有し｣という技術的事項は，甲

３公報に記載されていないとする主張は，根拠がない。

イ 効果の看過につき

原告は，審決は本願補正発明の効果を容易と誤認したと主張するが，本

願補正発明の構成によってもたらされる効果は，引用例１，２に記載の発

明及び甲３記載の周知技術から当業者が容易に予測することができる程度

のもので，格別のものとはいえない。

(2) 取消事由２に対し
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ア 原告は，本願補正発明は，暗号解読器が使用者インタフェースから選定

されたカテゴリのデータだけを解読するという特徴を有するものであると

主張するが，このような主張は，本願補正発明の特許請求の範囲の記載に

基づくものではない。

本願補正発明の特許請求の範囲には「暗号解読器」について 「該チュ，

ーナの出力端子に接続される入力部を有し，かつ出力端子を有する暗号解

読器 「該暗号解読器へ機能的に接続される使用者インタフェース」及び」，

「該暗号解読器の出力端子へ接続される入力ポートを有し，かつ出力ポー

トを有し，受信されたオーディオデータを記憶するメモリ」と記載されて

いるのみであり，このことは，

①「暗号解読器」は 「入力部」と「出力端子」を有すること。，

②「暗号解読器」は 「チューナ」の出力端子と「入力部」で接続され，

ていること。

③「暗号解読器」は 「メモリ」の入力ポートと「出力端子」で接続さ，

れていること。

④「暗号解読器」は 「使用者インターフェース」と機能的に接続され，

ていること。

を特定する技術事項が記載されていることを示しているにすぎない。

そして，上記①ないし④の技術事項には，原告の主張する，暗号解読器

が使用者インタフェースから選定されたカテゴリのデータだけを解読する

ものであるとの技術事項は記載されておらず，原告の主張は，根拠がなく

失当である。

なお，相違点２については，引用例１（甲１）には本願補正発明の「使

用者インタフェース」に相当する「ユーザ／コンピュータインタフェース

２０７」が示されており，また，引用例２（甲２）に記載されているよう

に，ＣＡＴＶ等の有料放送において，信号を暗号化し，受信側で，複合化
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（デスクランブル）すなわち暗号解読して記録するようにすることは，ご

く普通に行われており，上記引用例２に記載された技術を参酌し，引用例

１に「チューナの出力端子に接続される入力部を有し，かつ出力端子を有

する暗号解読器」を設け，使用者インタフェースを「暗号解読器」へ機能

的に接続し，かつ，メモリの入力ポートを「暗号解読器」の出力端子へ接

， 。続するように構成することは 当業者が適宜に設計できる事項にすぎない

イ 原告は，使用者インタフェースから選定されたカテゴリのデータだけを

解読する効果は，デジタルデータに送信時に既にカテゴリが付されている

からこそ可能であり，受信部の記憶装置においてカテゴリを付すタイプの

システムにおいては到底達成できない効果であると主張する。

しかし，本願補正発明の特許請求の範囲には，暗号解読器が使用者イン

タフェースから選定されたカテゴリのデータだけを解読する技術事項は記

載されておらず，また，上記アに述べたとおり，本願補正発明の特許請求

の範囲には，デジタルデータに送信時に既にカテゴリが付されているとい

う技術事項は記載されていないから，原告の主張は，特許請求の範囲に基

づくものでなく，失当である。

第４ 当裁判所の判断

１ 請求原因(1)（特許庁における手続の経緯 ，(2)（発明の内容 ，(3)（審決） ）

の内容）の各事実は，当事者間に争いがない。

２ 取消事由１（相違点４についての判断の誤り）について

(1)ア 原告は，本願補正発明の特徴である「データの各記憶された項目がデー

タのカテゴリにしたがって指示を有し」という技術的事項（送信装置がデ

ータを送信する際にカテゴリ別の指示情報をデータに付しているというこ

と）は，甲３公報に記載されておらず，周知の技術でもないと主張する。

イ ところで，本願補正発明の請求項１は，前記第３の１(2)のとおり，次

のようなものである。
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「 請求項１】チューナの入力端子において放送信号を受信するように【

接続がとられ，かつ出力端子を有するチューナと，

該チューナの出力端子に接続される入力部を有し，かつ出力端子を有

する暗号解読器と，

該暗号解読器へ機能的に接続される使用者インタフェースと，

該暗号解読器の出力端子へ接続される入力ポートを有し，かつ出力ポ

ートを有し，受信されたオーディオデータを記憶するメモリと，

該メモリの出力ポートへ接続される入力端子を有し，かつ出力端子を

有する圧縮解除回路と，

該圧縮解除回路の出力端子へ接続される入力端子を有し，かつ記憶さ

れたオーディオデータからのオーディオアナログ信号を提供する出力端

子を有するデジタル－アナログ変換器とから構成され，

データの各記憶された項目がデータのカテゴリにしたがって指示を有

し，前記使用者インタフェースが指示にしたがってメモリからデータ項

目を検索し，メモリに記憶されたデータの項目の中でデジタル形式で前

記デジタル－アナログ変換器に提供されるべきものを選択する圧縮デー

タを含む情報拡布信号を受信する受信器 」。

ウ 上記請求項１の記載によれば，本願補正発明は，使用者インタフェース

が指示に従ってメモリからデータ項目を検索し選択する前提として，当該

データにカテゴリ別の指示情報が付されていることを技術事項とするもの

であると認められるものの，当該データの指示情報が，いつ，どこで，何

により付されるかを特定する文言は見当たらず，また，原告の主張する，

送信装置がデータを送信する際にカテゴリ別の指示情報をデータに付して

いるということを示すような文言も見当たらない。

そうすると，原告の主張は，請求項の記載に基づかないものといわざる

を得ない。
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， ， ， ，エ なお 原告は 仮に 受信部においてデータにカテゴリを付す場合には

「データの各記憶された項目に対してデータのカテゴリにしたがった指示

を付し」などという表現となっていたはずであるとも主張するが，上記ウ

のとおり，データの指示情報がいつ，どこで，何により付されるかを特定

するような文言がないということは，本願補正発明においては，受信部に

おいてのみデータにカテゴリを付す旨の特定もないことを意味するから，

請求項１を原告の主張するような表現にする必然性はない。したがって，

この点に関する原告の主張は採用できない。

(2) 次に原告は，特許法７０条２項によれば，願書に添付した明細書の記載及

び図面を考慮して，特許請求の範囲に記載された用語の意味を解釈すべきで

あるとして，本願補正発明の明細書（甲４，７，８）及び図面に記載された

実施例によれば，請求項１の「データの各記憶された項目がデータのカテゴ

リにしたがって指示を有し」との文言は，送信装置がデータを送信する際に

カテゴリ別の指示情報をデータに付していることを指すものと解釈できる旨

主張する。

しかし，本件審決取消訴訟のように，特許の要件を審理する前提としてさ

れる特許出願に係る発明の要旨の認定においては，特段の事情のない限り，

願書に添付した明細書の特許請求の範囲の記載に基づいてされるべきであ

り，特許請求の範囲の記載の技術的意義が一義的に明確に理解することがで

きないとか，あるいは一見してその記載が誤記であることが発明の詳細な説

明の記載に照らして明らかであるなど，特段の事情がある場合に限って，明

細書の発明の詳細な説明の記載を参酌することが許されるにすぎないと解す

るのが相当である（最高裁平成３年３月８日第二小法廷判決・民集４５巻３

号１２３頁参照 。特許法７０条２項（本願に適用される平成１４年法律第）

２４号による改正前のもの。以下同じ ）は「前項の場合においては，願書。

に添付した明細書の特許請求の範囲以外の部分の記載及び図面を考慮して，
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特許請求の範囲に記載された用語の意義を解釈するものとする 」と規定し。

ているが，同項は，特許権侵害訴訟等の場合のように，私権である特許権の

保護範囲を決定するに当たって適用されるものであって，本件のような審決

取消訴訟においては，上記特段の事情がない場合でも明細書の発明の詳細な

説明の記載を参酌することが許されると解することはできない。

そして，上記(1)に述べたとおり 「データの各記憶された項目がデータの，

カテゴリにしたがって指示を有し」との文言は，データにカテゴリを付すの

が送信部であるか受信部であるかにつき，何ら特定するものでないことは明

らかであって，その用語の意義が一義的に明確でないとはいえないのである

から，明細書の発明の詳細な説明の記載を参酌すべき場合であるということ

はできない。したがって，この点に関する原告の主張は理由がない。

(3)ア なお，原告の主張する本願補正発明の明細書の記載等を検討しても，以

下のとおり 「データの各記憶された項目がデータのカテゴリにしたがっ，

て指示を有し」との文言を，原告主張のように解すべき理由は見当たらな

い。

（ ， ， ） ， 。イ 本願補正発明の明細書 甲４ ７ ８ 及び図面には 次の記載がある

(ｱ) 「 ０００９】発明が解決しようとする課題 以下に述べるシステム【

と方法によると，使用者は，望むのであれば，何時でもまたは何処にお

いても情報の特定の内容を聞くことができる ・・・」。

(ｲ) 「 ０００９ ・・・条件付きアクセス回路は，先に暗号化されたデジ【 】

タル英数字データまたは圧縮したオーディオデータを解読し，それらの

デジタルデータはついでランダムアクセス記憶装置に記憶される。階層

構造のメニューを（単純なマニュアルまたは音声制御で）ドライブする

使用者インタフェースは使用者が，メニューからのその者の選定項目を

示すことによりこの情報にアクセスできる。システムはそこで，解読さ

れた形態でデータベースからその情報を抽き出す ・・・」。
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(ｳ) 「 ００１３】実施の態様 本発明の情報の拡布をするシステムと方【

法により，使用者は，何時でもまたは何処においても情報の特定の内容

を聞くことができる。ラジオあるいはテレビ受信システムは，ＦＭ副搬

送波，テレビ垂直帰線間の伝送，テレビＳＡＰ伝送あるいはチャネルか

らの情報を受信し，記憶装置にその伝送情報を蓄積する。使用者インタ

フェースにより，階層データベースを制御するメニューの組を介して，

記憶された情報の記憶装置を選択でき，特定の情報アイテムをアクセス

できる ・・・」。

(ｴ) 「 ００４３】このシステムの送信部は図２に図示されていて，次の【

ような段階を示している。データ生成部５１は，ニュースと情報の収集

部５５の通常の人的要素部分を含み，それにニュースと情報の分類と書

式化（フォーマッテング）部５６，すなわちデータ生成サブシステムを

備えている ・・・」。

(ｵ) 【図２】には，送信部の「５６」として 「ニュースと情報の分類と，

書式化」を行う過程が記載されている。

ウ 上記の記載のうち，(ｱ)については，従来の技術が有していた短所，す

なわち 「 ０００８】これらのシステムの全ては，データの聴取者または，【

使用者が，情報を聞くために特定の場所または時間に制約されるという短

所を有する。携帯ラジオは，手持ち式であれ，または自動車用であれ，現

在送信されている情報だけを使用者が得るように制限している 」との課。

題を解決するものとして，本願補正発明が位置づけられることを記載した

ものである。そうすると，上記記載の「何時でもまたは何処においても」

というのは，本願補正発明が，放送の時間ないし場所と，聴取の時間ない

し場所が異なることを可能にすることを指すものであって，カテゴリ別の

指示情報をデータに付す時期までを特定するものではない（ちなみに，受

信後であっても，使用者が特定の情報を選択する時までにデータにカテゴ
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リーを付すのであれば 「情報の特定の内容を聞く」との課題は解決でき，

る 。。）

また，上記記載のうち，(ｲ)，(ｳ)については，送信装置がデータを送信

する際にカテゴリ別の指示情報をデータに付すことと矛盾するものではな

いが，受信後にカテゴリを付すこととも矛盾するものでもなく，そのよう

に解することにつき阻害要因になると解すべき事情もない。

さらに，上記記載のうち，(ｴ)，(ｵ)については，一実施例に関する記載

にすぎず，実施例にこのような記載があるからといって，カテゴリ別の指

示情報をデータに付す時期が送信時に限定されると解すべき必然性はない

し，他に，そのように解することについて阻害要因となるべき記載も見当

たらない。

したがって，上記の記載はいずれも原告の主張の根拠となるものではな

いから，この点に関する原告の主張は失当である。

(4)ア また，原告は，請求項１の「データの各記憶された項目がデータのカテ

ゴリにしたがって指示を有し」という表現中にある「データ」は，同項に

記載された「受信されたオーディオデータ」を意味し，同項に「該暗号解

読器の出力端子へ接続される入力ポートを有し，かつ出力ポートを有し，

」 ，受信されたオーディオデータを記憶するメモリ と記載されているように

チューナで受信されたデータ２６は，暗号解読器１６で解読された後，直

接にメモリ２８に記憶され，その途中でカテゴリを付される機会はないか

ら，カテゴリは受信器内で付されるのではなく，送信器内で付されること

は明らかであると主張する。

イ しかし，本願補正発明の明細書（甲４，７，８）には，上記データのメ

モリ２８への記憶に関して，以下の記載がある。

(ｱ) 「 ００１６】条件付きアクセス回路１６は，ライン１４上の暗号化【

されたデータが，後述のように適切なキーまたはコマンドが提供された
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場合だけに解読されることを保証する。条件付きアクセス回路１６は，

（ライン２２を通してマイクロコントローラ２０により認可された）受

信したデータを解読し，かつそのデータをライン２６を通して記憶装置

２８に記憶し，この記憶装置は従来の集積化回路ランダムアクセス記憶

装置（ＲＡＭ）でよい。１実施例では記憶装置２８は，揮発性ＲＡＭ記

憶装置から構成される。他の実施例において記憶装置２８は，デジタル

オーディオテープ，光磁気ミニディスク，磁気ディスクまたは光ディス

クなどの１０時間のオーディオ情報を記憶するのに十分な容量を持つ不

揮発性記憶媒体から構成されている 」。

(ｲ) 「 ００２２】送られた情報は，マイクロコントローラ２０の制御の【

下で記憶装置２８内の従来の階層データベースにおいて分類され，記憶

され，またアクセスされる 」。

(ｳ) 「 ００３１】好都合なことに （暗号化されていても）圧縮形態でオ【 ，

ーディオデータを送信および記憶することにより，送信チャネルの必要

な帯域幅は，記憶装置要件のように大幅に減少されるので，構成部分の

コストをかなり削減することになる。ＦＭ副搬送波送信に使用される場

合，一般的な送信速度は１キロボーである。これはほぼ１時間で必要な

データを記憶装置２８へダウンロードするには十分である 」。

ウ 以上の記載によれば，チューナで受信されたデータは，暗号解読器１６

で解読された後メモリ２８に記憶されることは認められるものの，これが

メモリ２８に直接記憶されるとか，メモリ２８への記憶途中でカテゴリを

付される機会がないとまでは明示されていない。また仮に，メモリ２８へ

の記憶途中でカテゴリを付される機会がなかったとしても，例えばメモリ

２８への記憶後にカテゴリを付すことについては，明細書の記載上，それ

を阻害する要因は見当たらず，これを排除するものとはいえない。

そうすると，指示情報を付すのが送信時のみであると限定的に解釈でき
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るものではない。したがって，この点に関する原告の主張は採用すること

ができない。

(5) 次に，原告は，本願補正発明において，データに付されるものは 「カテ，

ゴリ別の指示」であるのに対し，甲３公報に記載された発明において，番組

情報に対して入力されるものは，タイトル名やジャンル名などの番組識別情

報であり，カテゴリ別の指示とは異なる旨主張する。

しかし，甲３公報における「 ０００８ ・・・このとき，必要に応じてキ【 】

ーパッド７から入力した番組情報１のタイトル名やジャンル名などの番組識

別情報を入力し，再生時の検索に利用することができる ・・・」との記載。

から明らかなとおり，上記番組識別情報として入力される「ジャンル」とい

うのはカテゴリそのものであるから，そのような番組識別情報をデータに付

し，これに特定の情報を検索・送信する際の標識としての役割を担わせると

いうことは，データに「カテゴリ別の指示」を付すことにほかならない。し

たがって，甲３公報に記載された発明における番組識別情報が，本願補正発

明におけるカテゴリ別の指示とは異なるということはできず，この点に関す

る原告の主張は採用することができない。

また，原告は，上記カテゴリ別の指示は「階層的」ものであるとも主張す

， 「 」るが 本願補正発明においては データのカテゴリにしたがって指示を有し

とされているのみで，当該カテゴリが階層を形成しているか否かにつき特定

するものではないから，このような主張は請求項の記載に基づかないものと

。 ， ，いわざるを得ない なお 番組識別情報の上記のような役割にかんがみれば

上記番組識別情報が階層構造を持ち得ることは容易に認識できるところであ

るから，カテゴリ別の指示が「階層的」なものであったとしても，容易に想

到し得るものである。したがって，この点に関する原告の主張は採用するこ

とができない。

(6) さらに原告は，本願補正発明の効果は容易に予測できるものではない旨主
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張するが，既に述べたところに照らすと，放送信号を記録する場合，使用者

がその記録内容に対してジャンル分けを示す情報を付加するなどして，後の

再生時の検索に使用することは周知の技術であるところ，本願補正発明にお

ける「使用者は，望むのであれば，何時でもまたは何処においても情報の特

定の内容を聞くことができる」との効果は，上記周知技術から容易に予測で

きる程度のものであり，格別のものとはいえない。

したがって，この点に関する原告の主張は採用することができない。

３ 取消事由２（相違点２についての判断の誤り）について

(1) 原告は，相違点２について，引用例２及び周知技術に基づき容易想到であ

るとした審決の判断は誤りである旨主張する。

しかし，引用例２（甲２）には 「従来の技術 ＶＴＲ等の録画装置の普，

及によりテレビジョン放送信号等を録画することが多く行われており，ＣＡ

ＴＶ等の有料放送であっても自由に録画しうる状態になっている。かかるＣ

ＡＴＶの有料放送では信号が暗号化されて放送され，特定のデコーダを有す

る者のみが復号して視聴することができる。有料放送のテレビジョン信号を

記録する場合には，暗号化（スクランブル）されて送られたテレビジョン信

号をそのまま記録するか，一旦復号化（デスクランブル）して通常の映像信

号にしてから記録するかのいずれかであった （１頁右下欄４行～１６行）。」

との記載がある。

， ， ，これによれば ＣＡＴＶ等の有料放送において 信号を暗号化して放送し

受信側では復号化（デスクランブル ，すなわち暗号解読して記録するよう）

にすることは，原出願当時（平成７年１月１２日）一般的であったと認めら

れ，この場合に，受信側の使用者が，契約等に基づき暗号解読する権限を保

持し，暗号解読器に接続されたインタフェースを通じて暗号解読を行い，も

って，暗号解読された放送信号を記録できるようにすることは，上記のよう

な有料放送の受信形態として容易に想到できるものということができる。
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(2)ア これに対し原告は，本願補正発明における暗号解読器の解読機能は，使

用者インタフェースから選定されたカテゴリのデータだけを解読するとい

うものであるのに対し，引用例２には，暗号化・解読技術とは異なるスク

ランブル・デスクランブル技術の記載しかない旨主張する。

しかし，上記(1)に引用した引用例２の記載によれば，引用例２には，

放送信号の受信及び視聴（再生）に際して，暗号化及び復号化（すなわち

解読）をすることについて記載されていることは明らかであって，上記暗

号化・解読技術とスクランブル・デスクランブル技術とをことさら別異に

解すべき必然性はない。

イ なお 原告の上記主張は 本願補正発明における 解読 の意義を 使， ， 「 」 ，「

用者インタフェースから選定されたカテゴリのデータだけを解読する」場

合に限定しつつ，これとスクランブル・デスクランブル技術とを対比する

ものと理解できないではない。

しかし，使用者インタフェースと暗号解読器の関係については，本願補

正発明の請求項１の記載は 「該暗号解読器へ機能的に接続される使用者，

インタフェース」とあるのみで，使用者インタフェースが選定し，暗号解

読器が解読するデータがカテゴリのデータだけであるとは限定していない

から，原告の上記主張は請求項の記載に基づかないものといわなければな

らない。

なお，念のためこの点について明細書の記載を参酌すると，本願補正発

明の明細書（甲４，７，８）には 「 ００１６】条件付きアクセス回路１，【

６は，ライン１４上の暗号化されたデータが，後述のように適切なキーま

。 」たはコマンドが提供された場合だけに解読されることを保証する ・・・

との記載があるが，この記載からは，本願補正発明における暗号解読機能

が，使用者インタフェースから選定された一定のカテゴリのデータだけを

解読するものと解することは困難である。ちなみに原告は，明細書【００
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１６ 段落の 後述のように適切なキーまたはコマンド とは 明細書 ０】 「 」 ， 【

０３３】ないし【００３８】段落（上記「キー」について）または【００

３２ （上記「コマンド」について）を指すものと主張するが，これらの】

記載をもってしても，いかにして使用者インタフェースがカテゴリーのデ

ータだけを解読するのか判然としない。

したがって，上記の意味においても，原告の主張は採用することができ

ない。

ウ また原告は，スクランブル・デスクランブル技術は，アナログ放送にお

いて用いられる技術であり，デジタル放送において用いることは，本願出

願日（平成１２年４月１９日）当時，知られていなかった旨主張する。

しかし，引用例２（甲２）には 「・・・放送の形式として，鍵等の制，

御信号をデジタル信号で送出できる放送衛星ＢＳ２で採用されている方式

を考える。この方式は，音声をデジタル信号で伝送するので，その音声デ

ータにＰＮ信号を加算すれば暗号化（スクランブル化）できる。従って，

そのＰＮ信号の初期値がすなわち鍵Ｋｔとなり，これが判れば復号化（デ

） 。 （ ）スクランブル化 できる この鍵Ｋｔを鍵Ｋｉで暗号化 スクランブル化

して送り，受信側で鍵Ｋｉで復号化すればよい （２頁右下欄８行～１７。」

行）との記載がある。

この記載によれば，音声放送信号をデジタル信号で伝送する際に，暗号

化及び復号化，すなわち解読することについて記載されていることから，

暗号化・解読技術をデジタル放送に用いることは，本件出願日及びこれよ

り先の原出願日当時において既に知られていた技術というべきである。

したがって，この点に関する原告の主張も理由がない。

エ さらに原告は，引用例２は使用者インタフェースについての開示も示唆

もないと主張する。

この点，引用例２（甲２）には，ＶＴＲと有料デコーダとのインタフェ
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ースについて 「ＶＴＲ出力を有料デコーダに入力する場合，有料デコー，

ダに切替スイッチを設けておき，そのスイッチの切替えによりＫｔメモリ

Ａ１１の中の鍵Ｋｔを使うかＫｔメモリＢ１７の中の鍵Ｋｔを使うかを切

替える。従って，ＶＴＲの再生出力をデスクランブル化する場合は，Ｋｔ

メモリＢ１７の中鍵Ｋｔ即ち，ＶＴＲテープに記録されている信号をスク

ランプル化するために用いた暗号鍵Ｋｔを用いるので，デスクランブル化

できる。これは，記録する時に用いた有料デコーダによってのみ可能とな

る （３頁右下欄１４行～４頁左上欄４行）との記載がある。。」

これによれば，ＶＴＲと有料デコーダとのインタフェースに切替スイッ

チを設けることが記載されており，これは使用者（ユーザ）インタフェー

スに関する記載であると認められるし，また，デスクランブル（復号化，

すなわち解読）のための手段と使用者（ユーザ）インタフェースとの機能

的関係（デスクランブルのための鍵の選択）を記載したものとも認められ

る。

そうすると，引用例２において使用者インタフェースについての開示も

示唆もないとの原告の主張は失当であることになる。

(3)ア 原告は，本願補正発明の明細書（甲４，７，８）に記載された 「 ００，【

１６】条件付きアクセス回路１６は，ライン１４上の暗号化されたデータ

が，後述のように適切なキーまたはコマンドが提供された場合だけに解読

されることを保証する ・・・」との効果は，審決が引用したいずれの文。

献からも得られるものではない旨主張するが，既に述べたことから明らか

なとおり，上記効果は，有料放送等，視聴に暗号解読を要する場合に一般

的に要請されるものであって，本願補正発明に特有のものとは認められな

い。したがって，この点に関する原告の主張は採用することができない。

イ また原告は，上記のような本願補正発明の効果は，デジタルデータに送

信時に既にカテゴリが付されているからこそ可能であり，受信部の記憶装
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置においてカテゴリを付すタイプのシステムにおいては，到底，達成でき

ない効果である旨主張する。しかし，上記「 ００１６】条件付きアクセ【

ス回路１６は，ライン１４上の暗号化されたデータが，後述のように適切

なキーまたはコマンドが提供された場合だけに解読されることを保証す

る ・・・」との記載は，文字通り，キーやコマンドが提供された場合に。

だけ暗号化されたデータを暗号解読器（アクセス回路１６）により解読で

きることを述べたものにすぎず，このような効果は，送信時にデジタルデ

ータにカテゴリが付されているか否かにより左右されるものではない。そ

うすると，上記効果がデジタルデータの送信時にカテゴリが付されている

からこそ可能であるということはできないから，この点に関する原告の主

張は失当である。

４ 結論

以上のとおりであるから，原告主張の取消事由はすべて理由がない。

よって，原告の請求を棄却することとして，主文のとおり判決する。
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